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1.  21年6月期の業績（平成20年7月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 財政状態 

 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年6月期 13,945 374.7 8,361 696.4 8,328 692.2 4,467 666.9
20年6月期 2,937 807.9 1,049 ― 1,051 ― 582 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

21年6月期 207.66 188.37 88.7 91.5 60.0
20年6月期 58,607.22 ― 88.1 68.0 35.7

（参考） 持分法投資損益 21年6月期  ―百万円 20年6月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

21年6月期 15,619 9,122 58.4 407.64
20年6月期 2,582 952 36.9 95,834.97

（参考） 自己資本   21年6月期  9,122百万円 20年6月期  952百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

21年6月期 5,721 △85 3,665 10,594
20年6月期 1,061 △94 ― 1,292

2.  配当の状況 

（注）21年6月期の配当金につきましては、「配当予想の修正（初配）に関するお知らせ」をご参照ください。 
（注）22年6月期の配当金につきましては、現在未定です。開示が可能になった時点で速やかにお知らせ致します。 

1株当たり配当金 配当金総額
（年間）

配当性向





(1）経営成績に関する分析 

（当期の経営成績）  

 我が国のインターネット利用環境は、アクセス網の大容量化や低廉化を背景にモバイル及びＰＣ共になお発展段階

にあります。平成20年12月時点でインターネット利用者数は9,091万人、そのうちブロードバンド利用者数は6,723万

人に達し、全利用者のうち約74.0%が光回線またはＤＳＬ回線等の利用が可能であると言われております。（総務省

平成20年「通信利用動向調査」）。また、モバイルインターネットに関しても成長著しく、平成21年６月時点で携帯

電話契約数は１億848万件、そのうち第三世代携帯電話契約数は１億236万件に達し、全端末のうち約94％は高速デー

タ通信が可能な状況と言われております（電気通信事業者協会発表）。加えて、パケット定額制に関しても平成20年

９月時点で加入者数は3,973万件に達し、全端末のうち約37％は定額料金での高速データ通信が可能な状況と言われ

ております（電気通信事業者協会、各社発表資料を基にモバイル・コンテンツ・フォーラム推計）。 

 このような事業環境の下、当社は主力のインターネットメディア事業の拡大に向け、その中核を成すモバイル・Ｐ

Ｃ向けＳＮＳ「ＧＲＥＥ」において、ユーザー数の拡大、収益基盤の確立・強化に取り組んで参りました。ユーザー

数の拡大に向けては、引き続き大手通信事業者との連携やＴＶ-ＣＭ放映等によるプロモーションに取り組みまし

た。その結果、平成21年６月末には「ＧＲＥＥ」のユーザー数がモバイル・ＰＣ合計で1,260万人に達しておりま

す。 

 収益基盤の確立・強化に向けては、ＳＮＳ連動型ゲームの特性を活かしたオリジナルのタイアップ広告等を推進致

しました。また、探検ゲーム「探検ドリランド」及びガーデニングゲーム「ハコニワ」といった、有償アイテム利用

を伴うエンターテインメント性の高いＳＮＳ連動型コンテンツを新規投入致しました。更に、ＳＮＳ連動型ゲームと

関連した月額課金メニューの提供を開始して、収益基盤の安定性向上を図りました。 

サイト内の安全性及び健全性の維持に関する取り組みとして、平成20年８月に一般社団法人モバイルコンテンツ

審査・運用監視機構（注）（以下「ＥＭＡ」という。）より、サイト運用管理体制に関する第三者認証を取得致しま

した。 

 以上の取り組みの結果、当事業年度の業績は、売上高は13,945,363千円（前期比374.7%増）、営業利益は

8,361,356千円（前期比696.4%増）、経常利益は8,328,548千円（前期比692.2%増）、当期純利益は4,467,716千円

（前期比666.9%増）となっております。 

 (注) モバイルコンテンツの健全な発展と違法・有害情報からの青少年保護を目的として、モバイルサイトの審  

    査、認定、運用監視等を行う第三者機関 

  

（次期の見通し） 

 当社をとりまく事業環境については、インターネット市場の成長と共にＳＮＳ利用者の裾野がますます拡大するも

のと思われます。当社は引き続きインターネットメディア事業に経営資源を重点的に配分し、インターネット市場に

おける揺るぎないポジションの早期確立を目指して参ります。また、設備投資や人員増強などをはじめ、経営基盤の

強化にも積極的に取り組んでいく計画です。 

 インターネットメディア事業については、引き続き「ＧＲＥＥ」を中心に据えた事業展開を行います。ユーザー数

の拡大に向けては、大手通信事業者との連携、多様なプロモーション手法を用いた広告宣伝活動の展開を積極的に推

進して参ります。また、収益基盤の確立・強化に向けては、新たなＳＮＳ連動型コンテンツの投入やコンテンツの利

用拡大に向けた施策の展開及び月額課金メニューの拡充を推進することで、有料課金収入の拡大及び安定化を図ると

共に、広告媒体価値の向上により、広告メディア収入の拡大を図ります。費用については、主に広告宣伝費、有料課

金収入の拡大に伴う支払手数料、人件費の増加等を見込んでおります。 

 以上により、当事業年度での業績推移と今後の取り組みによる影響を考慮して、通期の売上高23,300百万円（前期

比67.1%増）、営業利益12,000百万円（前期比43.5%増）、経常利益11,900百万円（前期比42.9%増）、当期純利益

6,400百万円（前期比43.2%増）を見込んでおります。 

  

(2）財政状態に関する分析 

① 資産・負債及び純資産の状況  

 当事業年度末の総資産は15,619,271千円となり、前事業年度末に比べ13,036,629千円増加致しました。主な要因

としましては、資産については売上高の増加に伴う「売掛金」の増加(前事業年度末比2,925,358千円増加)、平成20

１．経営成績



年12月17日の東京証券取引所マザーズ市場へ上場した際に実施した公募増資等に伴う「現金及び預金」の増加(前事

業年度末比9,302,178千円増加)などが挙げられます。負債及び純資産については「未払法人税等」の増加（前事業年

度末比3,408,836千円増加）、「資本金」「資本剰余金」の増加（前事業年度末比3,701,766千円増加）、「利益剰余

金」の増加（前事業年度末比4,467,716千円増加）などが挙げられます。 

 企業の安定性を示す自己資本比率は前事業年度36.9%に対し、当事業年度は58.4%と21.5ポイント上昇しておりま

す。また、支払い能力を示す流動比率は、前事業年度146.1%に対し当事業年度は235.4%と89.3ポイント増加してお

ります。 

  

 ② キャッシュ・フローの状況  

 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は10,594,570千円となり、前事業年

度末より9,302,178千円増加（前期比719.8%増）となりました。 

 当事業年度における各キャッシュ・フローの状況は次の通りであります。 

   

 （営業活動によるキャッシュ・フロー）  

   当事業年度において営業活動により得られた資金は、5,721,844千円（前期比438.8%増）となりました。これ 

  は、売上債権の増加（2,925,358千円）、法人税等の支払（945,533千円）により減少したものの、主に税引前当 

  期純利益を計上（8,328,548千円）したことによるものであります。 

     

 （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

   当事業年度において投資活動により使用した資金は、85,111千円（前期比9.7%減）となりました。主な支出要因

  は、有形固定資産の取得による支出44,533千円、敷金の差入による支出31,328千円であります。 

  

 （財務活動によるキャッシュ・フロー） 

   当事業年度において財務活動により得られた資金は3,665,445千円であります。これは、平成20年12月17日の東

   京証券取引所マザーズ市場へ上場した際に実施した公募増資等によるものであります。  

  

（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移   

自己資本比率           ：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率     ：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：キャッシュ・フロー／利払い  

（注）１ 有利子負債残高がゼロのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率については記載しておりません。 

   ２ 利払いがゼロのため、インタレスト・カバレッジ・レシオについては記載しておりません。 

  

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、事業の効率化及び拡大に必要な内部留

保の充実を勘案しながら、その時々の当社の経営成績及び財政状態並びにそれらの見通しに応じた適切な利益還元策

を実施することを基本方針としております。 

 当期の剰余金の配当につきましては、更なる成長を実現していくことを優先し、将来の事業拡大等に向けた投資や

支出の機動性及び柔軟性を高めるべく、引き続き内部留保の拡充を重視して参りますが、同時に株主への安定した利

益還元を行うことを目的として、１株当たり５円の期末配当を実施することを予定しております。来期以降の剰余金

の配当については現時点では未定でありますが、上記の基本方針に従い、株主に対する適切な利益還元策を都度検討

   平成20年６月期  平成21年６月期 

 自己資本比率                （％）  36.9   58.4

 時価ベースの自己資本比率          （％）    －    1,008.6

 キャッシュ・フロー対有利子負債比率          （年）     －    －

 インタレスト・カバレッジ・レシオ      （倍）  －  －



して参ります。 

  

(4）事業等のリスク 

本決算短信に記載した事項のうち、投資家の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなも

のがあります。また、必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項につきましても、投資家の投資判断上、重要

であると考えられる事項につきましては、投資家に対する積極的な情報開示の観点から以下に開示しております。当

社は、これらのリスク発生の可能性を十分に認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針ではあ

りますが、当社株式に関する投資判断は、本項及び本決算短信中の本項以外の記載事項を慎重に検討した上で行われ

る必要があると考えております。なお、文中の将来に関する事項は、本決算短信発表日現在において当社が判断した

ものであり、将来において発生の可能性があるすべてのリスクを網羅するものではありません。 

  

① インターネット関連市場について 

当社は、インターネットメディア事業を主たる事業領域としていることから、ブロードバンド環境並びに第三世

代携帯電話及びパケット定額制の普及により、インターネット関連市場が今後も拡大していくことが事業展開の基本

条件であると考えております。 

平成20年12月時点でインターネット利用者数は9,091万人、そのうちブロードバンド利用者数は6,723万人に達

し、全利用者のうち約74.0%が光回線またはＤＳＬ回線等の利用が可能であると言われております（総務省 平成20

年「通信利用動向調査」）。また、モバイルインターネットに関しても成長著しく、平成21年６月時点で携帯電話契

約数は約１億848万件、そのうち第三世代携帯電話契約数は約１億236万件に達し、全端末のうち約94％は高速データ

通信が可能な状況と言われております（電気通信事業者協会発表）。加えて、パケット定額制に関しても平成20年９

月時点で加入者数は約3,973万件に達し、全端末のうち約37％は定額料金での高速データ通信が可能な状況と言われ

ております（電気通信事業者協会、各社発表資料を基にモバイル・コンテンツ・フォーラム推計）。 

当社は、これらの統計に基づき、今後モバイルとＰＣの両面でより安価で快適にインターネットを利用できる環

境が整い、情報通信や商業利用を含むインターネット関連市場は拡大を続けるものと見込んでおります。ただし、今

後新たな法的規制の導入、技術革新の遅れ、利用料金の改定を含む通信事業者の動向など、当社の予期せぬ要因によ

りインターネット関連市場の発展が阻害される場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

② 当社サービス「ＧＲＥＥ」について 

Ⅰ 競合プレイヤーの存在について 

「ＧＲＥＥ」はモバイル分野でのサービス展開を本格化して以来、釣りゲーム「釣り★スタ」、ペット育成ゲー

ム「踊り子クリノッペ」、探検ゲーム「探検ドリランド」及びガーデニングゲーム「ハコニワ」といった自社開発の

サービスを随時投入し、会員基盤を順調に拡大して参りました。しかしながら、知名度、資金力、マーケティング

力、顧客基盤、システム、コンテンツなどの面で強みを持った国内外の既存事業者の存在や、従来存在しない革新的

なインターネットサービスの出現は、「ＧＲＥＥ」のインターネット業界におけるポジションに影響を及ぼし得る要

因であり、常にその動向の変化に柔軟に対応しながらサービスの開発を行っていくことが必要と考えております。こ

れら国内外の競合プレイヤーの存在に対し、当社が適時かつ効率的な対応を行うことが困難な場合には、当社の事業

展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅱ インターネット広告市場の動向について 

「ＧＲＥＥ」の広告メディア収入モデルは、集客力が向上することで広告媒体としての価値が高まり、純広告及

びＳＮＳの特性を利用したタイアップ企画広告等の売上拡大が図られるという特徴を有しております。しかしなが

ら、以下のような場合においては当該収益モデルが毀損される可能性があると認識しております。 

ⅰ）インターネット広告市場の成長鈍化、競合媒体の伸長、広告単価の下落を含む、何らかの市場変動要因が発生し

  た場合 

ⅱ）景気動向の影響を受け、広告出稿元である企業がマーケティング・販売促進等の予算を縮小させた場合 

ⅲ）広告販売に活用している広告代理店やメディアレップの営業戦略及び営業力等に変化が生じた場合 

ⅳ）サービスの安全性・健全性が損なわれること等により「ＧＲＥＥ」の媒体ブランド力が低下した場合 

以上のような事態が発生した場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。  



  

Ⅲ 新規サービス展開に伴うリスクについて 

当社は、サービスの企画・開発を自社内で行うことで、独自の開発ノウハウを蓄積し、ユーザー動向の変化へ即

時に対応できる柔軟な開発体制を構築しております。しかしながら、何らかの事情により顧客ニーズの適時・的確な

把握等が困難となり、適切なサービスやコンテンツの適時の拡充に支障が生じる可能性は否定できません。そのよう

な場合には、当初見込んだサービス展開やコンテンツ提供のメリットが十分に発揮されず、ユーザーに対する訴求力

の低下を招き、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅳ サービス内の安全性及び健全性の維持について 

インターネットの普及と共に、サービスの安全性や健全性の維持に対する社会的な要請は一層の高まりを見せて

おります。ＳＮＳでは各種コミュニケーション機能が提供されると同時に、不特定多数のユーザーが登録しているこ

とから、知的財産権侵害、プライバシー侵害、猥褻情報の投稿、誹謗中傷、商業利用、その他法律に照らし合わせ犯

罪性の高い利用等、様々な問題が発生するリスクが潜在しております。 

これらの問題を未然に防ぐための努力として、有害情報の投稿や第三者の権利侵害といった悪質な行為を利用規

約で明確に禁止すると共に、そのような行為を行ったユーザーに対する退会処分を含む罰則規定の整備を行っており

ます。また、併せてユーザーサポート体制及びコンテンツ監視体制の強化を図っております。特に投稿コンテンツの

監視については、自社内の専任チ－ム及び外部の専門事業者による二重の体制を敷いて24時間365日の監視にあたっ

ており、独自に策定したマニュアルに則って一律の基準による監視オペレーション（注１）を構築しております。 

更に、代表取締役社長を委員長とする「あんしん・あんぜん向上委員会」を設置し、経営陣及びパトロール業務

の実務担当者間で定期的に情報共有を行い、サイト内の健全性維持・向上に取り組んでおります。また、サイト内の

主要ページに通報機能を設置してユーザーによる自律的なコンテンツ監視を意識付けているほか、利用マナーに関す

る啓発・教育コンテンツを充実させることでサイト内の自浄作用を最大化するよう努めております。今後も、引き続

き監視人員の拡充や関連システムの機能強化、ユーザーへの啓発・教育活動を推進する方針です。 

併せて、一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（以下「ＥＭＡ」という。）より「コミュニティ

サイト運用管理体制認定制度」の認定を受け（注２）、当社の運営体制が一定以上の水準にあることを客観的に示し

ながら、ＥＭＡの啓発・教育プログラムの実践等を通じて企業の垣根を越えたユーザーのリテラシー向上活動に取り

組んでおります。 

これらの施策により、当社としては、当社が提供するサービスについては現段階において一定の安全性・健全性

は保たれているものと認識しております。しかし一方で、急速なユーザー数増加を達成するに伴って、当社サービス

に関連して起きている不適切な行為を全て防止することが困難となってきていることも事実です。従って、万が一当

社サービスに関連して何らかの問題が発生した場合には、当社が法的責任を問われる可能性があるほか、当社及び当

社サービスの信頼性やブランドが毀損し、サービスの安定的な提供が困難となる可能性も含めて、当社の事業展開及

び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、今後監視人員の拡大による対応の強化等により、費用が著しく

増加し、当社の事業展開及び経営成績に影響を与える可能性があります。 

（注）１ 原則６時間以内（通常３時間以内）にシステム及び目視による投稿チェックを完了しています。 

    ２ 認定を受けるには、「基本方針」「監視体制」「ユーザー対応」「啓発・教育」の４カテゴリーから

     成る22項目の要求水準を全て満たし、サイト運用管理体制に関する審査を通過する必要があります。

  

Ⅴ 不正行為等によるリスクについて 

当社サービスでは、サイト内で利用可能なアバター等の各種アイテムとの交換等を目的として、換金性を持たな

いポイントを発行しております。同様の仕組みを持った他社サービスにおいては、一部の悪質なユーザーがポイント

やアイテム等を不正な方法で入手して利用及び譲渡するといったリアル・マネー・トレード（ＲＭＴ）と呼ばれる不

正行為が発覚しており、業界全体としての不正防止のための取り組みが課題となっております。このような不正行為

の存在はポイント機能の提供に際して当社の意図しているところではなく、システム面での防止策のみならず利用規

約での禁止やユーザーへの啓蒙を積極的に行うと共に、違反者には利用停止や強制退会を含む厳正な措置を行う等の

対策を取っております。 

 しかしながら、不正行為の方法は当社の想定を超えて多様であり、これらへの対策は必ずしも万全であるとは限り

ません。万が一、当社サービスを利用した不正行為が発生した場合には、当社及び当社サービスの信頼性やブランド



が毀損すること等により、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅵ 有料課金サービスにおける特定事業者への依存について 

当社インターネットメディア事業では、ユーザーへの直接課金を行う収益モデルを展開しており、その決済シス

テムにおいて特定の事業者に依存している部分があります。特に、モバイル向け「ＧＲＥＥ」にて提供している月額

会員サービスやデジタルコンテンツ販売等の有料課金サービスでは、その決済に際して株式会社エヌ・ティ・ティ・

ドコモ、ＫＤＤＩ株式会社、ソフトバンクモバイル株式会社による回収代行サービスを用いております。従って、こ

れらの事業者との取引関係において、取引解消を含む何らかの変動があった場合、もしくは相手先の経営状況の悪化

やシステム不良等のトラブルを含む何らかの事情により有料課金サービスの決済に支障が生じた場合には、当社の事

業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅶ 有料課金の回収に関するリスクについて 

当社がｉモードユーザーに対して提供しているモバイル版「ＧＲＥＥ」の有料課金サービスは、株式会社エヌ・

ティ・ティ・ドコモとの間で締結した「ｉモードサービスに関する料金収納代行回収契約書」に基づいて提供されて

いるものです。当該契約によれば、同社の責に帰すべき事由によらずに情報料を回収できない場合は、当社へ情報料

の回収が不能であると通知し、その時点をもって株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモの当社に対する情報料回収代行

義務は免責される旨が規定されております。このような場合、当社は株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモより開示さ

れた料金未納者に関する情報を基に、未納者へ対し直接情報料を請求することが可能となっております。しかしなが

ら、個人からの回収は費用対効果の観点から実施が困難な状況です。料金未納者数や未納金額が今後増加した場合に

は、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅷ 当社の事業構造について 

「ＧＲＥＥ」ユーザーは、成果報酬型広告（アフィリエイト）への登録、有料サービスへの登録・購入、または

「ＧＲＥＥ」への友達招待を行うことで、「ゴールド」を得ることができ、「ゴールド」の利用により、アバター及

びＳＮＳ連動型ゲームにおける各種アイテム等と交換することが可能となります。従って、ユーザーの「ゴールド」

の利用を促すことで、成果報酬型広告及び有料サービスの売上拡大、並びにユーザー数の拡大を牽引するという事業

構造となっております。そのため、当社は、ユーザーのアクティビティの向上に資する各種コンテンツの提供及び機

能の拡充や、ユーザーのニーズに応じた有料課金メニューのラインナップの拡充や有償アイテム利用を伴うサービス

の投入を図ること等により、ユーザーによる「ゴールド」の獲得を適切に促進していく方針であります。しかしなが

ら、このようなコンテンツの提供及び機能の拡充等が適切に行えなかった場合や、ユーザーのニーズに応じた有料課

金ラインナップ拡充や新規サービスの投入に遅れが生じた場合には、ユーザーによる「ゴールド」の獲得や利用が伸

び悩むこととなり、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅸ ユーザー数について 

「ＧＲＥＥ」のユーザー数は、現在まで順調に拡大を続けており、平成21年６月末現在、約1,260万人となりまし

た。当社事業において、ユーザー数の増加は、有料課金サービスの利用増加による有料課金収入の増加のみならず、

「ＧＲＥＥ」の広告媒体としての価値向上による広告メディア収入の増加にもつながるため、当社は、ユーザー数を

拡大し会員基盤をより強固にしていくことが業績拡大のためにも重要な課題であると認識しております。しかしなが

ら、他社との競合、魅力あるコンテンツの拡充の失敗、サービス内の安全性及び健全性の毀損、当社サービスの信頼

性やブランドの毀損その他の要因によりユーザー数が伸び悩む場合、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

③ システムに関するリスクについて 

Ⅰ インターネットに関連する技術革新について 

インターネット業界は技術革新や顧客ニーズの変化のサイクルが極めて早いのが特徴であり、新たなテクノロジ

ーを基盤としたサービスの新規参入が相次いで行われております。当社は、このような急速に変化する環境に柔軟に

対応すべく、オープンソースを含む先端的なテクノロジーの知見やノウハウの蓄積、更には高度な技能を習得した優

秀な技術者の採用を積極的に推進していく方針です。しかしながら、先端的なテクノロジーに関する知見やノウハウ

の獲得または蓄積に困難が生じ、技術革新に対する適切な対応が遅れるまたは対応できない可能性は否定できませ



ん。更に、係る対応に関してシステム投資及び人件費等の多くの費用を要する可能性もあります。このような場合に

は、当社の技術的優位性やサービス競争力の低下を招き、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

Ⅱ システムに関連する設備投資負担について 

当社は、サービスの安定稼働やユーザー満足度の向上を図るためには、サービスの成長に即してシステムやイン

フラに対する先行投資を行っていくことが必要であると認識しております。今後予測されるユーザー数及びトラフィ

ックの拡大並びに新サービスの導入及びセキュリティの向上に備えての継続的な設備投資を計画しておりますが、実

際のユーザー数及びトラフィックが当初の予測から大幅に乖離する場合には、設備投資の前倒しや当初の計画よりも

重い投資負担を余儀無くされ、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅲ 当社サービス及びシステムの障害並びにインターネット接続環境の不具合について 

当社は、サービス及びそれを支えるシステム、並びにインターネット接続環境の安定した稼働が、事業運営の前

提であると認識しております。従って、常時データバックアップやセキュリティ強化を実施しているほか、複数のデ

ータセンターへシステムを分散配置することで、安定的なシステム運用体制の構築に努めております。なお、平成20

年12月に発生したデータセンターでの設備障害によるアクセス障害を受けて、データセンターの増強並びに分散を実

施する等、再発防止に向けて運営体制を一層強化しております。しかしながら、予期せぬ自然災害や事故、ユーザー

数及びトラフィックの急増やソフトウェアの不具合、ネットワーク経由の不正アクセスやコンピュータウィルスの感

染など、様々な問題が発生した場合にはサービスの安定的な提供が困難となり、当社の事業展開及び経営成績に影響

を及ぼす可能性があります。 

  

④ 法的規制・制度動向による影響について 

 Ⅰ インターネットに関連する法的規制について 

当社は、インターネットサービス事業者として、インターネットに関連する法的規制の遵守は経営上の重要課題

であると認識しております。 

当社に関連する主要な法的規制として、まず、「電気通信事業法」があります。当社は電気通信事業法の定めに

従って「電気通信事業者」として届出を行っているため、通信の秘密の保護等の義務が課されております。 

次に、「特定電気通信役務提供者の損害賠償責任の制限及び発信者情報の開示に関する法律」（以下「プロバイ

ダー責任制限法」という。）があります。当社は「プロバイダー責任制限法」の定める「特定電気通信役務提供者」

に該当しているため、電気通信による情報の流通において他人の権利の侵害が発生した際には、権利を侵害された者

に対して損害賠償義務及び権利を侵害した情報を発信した者に関する情報の開示義務を負う場合があります。 

また、「不正アクセス行為禁止等に関する法律」（以下「不正アクセス禁止法」という。）があります。不正ア

クセス禁止法では、他人のＩＤ、パスワードの無断使用の禁止等が定められております。当社は、同法において「ア

クセス管理者」として位置付けられており、不正アクセス行為へ対する防御処置を行う努力義務が課されておりま

す。 

更に、平成21年４月１日に「青少年が安全に安心してインターネットを利用できる環境の整備等に関する法律」

が施行されております。当社は同法の定める「青少年のインターネットの利用に関係する事業を行う者」に該当して

おり、青少年がインターネットを利用して有害情報の閲覧をする機会をできるだけ少なくするための措置を講ずると

共に、青少年がインターネットを適切に活用する教育的措置を講ずる責務が課されております。 

今後、社会情勢の変化によってこれらの法令等の解釈が変更される場合や、または新たな法令等の制定がなされ

た場合には、当社の事業が制約を受け、またはその遵守のため更なる対応及び費用を要する可能性があります。 

  

 Ⅱ  ＳＮＳに関連する法的規制について 

当社が運営する「ＧＲＥＥ」は、ユーザー間の健全なコミュニケーションを前提としたサービスであり、「イン

ターネット異性紹介事業を利用して児童を誘引する行為の規制等に関する法律」に定義される「インターネット異性

紹介事業」には該当しないものと認識しております。また、「ＧＲＥＥ」の利用規約において、異性との出会いを希

望することや出会いに誘導する行為を禁止しており、日記・コミュニティ等の投稿内容を監視し、当該禁止行為を犯

した利用者に対し、その違反の程度に応じて利用停止や強制退会を含む厳正な処置を行っております。しかしなが

ら、今後、社会情勢の変化によって既存の法令等の解釈に変更がなされ、または新たな法令等の制定がなされた場合



には、当社の事業が著しく制約を受ける可能性があります。 

  

 Ⅲ 個人情報保護に関連する法的規制について 

当社では、インターネットサービスの提供を通じ、利用者本人を識別することができる個人情報を保有してお

り、「個人情報の保護に関する法律」が定める個人情報取扱事業者としての義務を課されております。当社は、個人

情報の外部漏洩・改ざん等の防止のため、個人情報の管理を事業運営上の重要事項と捉え、個人情報を取り扱う際の

業務フローや権限体制を明確化し、個人情報保護規程をはじめとした個人情報管理に関連する規程や規則等を制定し

ております。併せて、全社員を対象とした社内教育を通じて関連ルールの存在を周知徹底し、個人情報保護に関する

意識の向上を図ることで、同法及び関連法令等の法的規制の遵守に努めております。また、技術的対応として、全て

の個人情報は、サービスの提供や開発に用いるものとは物理的に異なるサーバーに保管するなどの対策を講じており

ます。当該サーバーへのアクセスは、業務上必要な従業員のみがセキュリティ対策を施した専用サーバーを介した場

合に限り可能とするなど、厳格に制限しております。 

しかしながら、個人情報が当社関係者や業務提携・委託先などの故意または過失により外部に流出したり、悪用

される事態が発生した場合には、当社が損害賠償を含む法的責任を追及される可能性があるほか、当社並びに当社サ

ービスの信頼性やブランドが毀損し、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。併せて、当社

の知的財産権が第三者から侵害されないよう保護に努めております。その対応のために多額の費用が発生した場合

や、当社の知的財産権が第三者の権利侵害から保護されず、当社の競争優位性が保持されない場合は、当社の事業展

開に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑤ 知的財産権について 

Ⅰ 知的財産権の保護に関する方針について 

当社は、法令遵守及び企業の社会的責任に鑑み、知的財産権の保護は重要な課題であると認識しております。そ

のため、当社サービスの開発や業務用ソフトウェアの使用の過程で、当社従業員による第三者の知的財産権及びそれ

に類する権利侵害が発生せぬよう、社内規則の整備や全社員対象の社内教育により防止策を徹底しております。しか

しながら、故意または過失により当社またはその従業員が第三者の知的財産権を侵害する事態が発生した場合には、

当社が損害賠償を含む法的責任を負う可能性があるほか、当社並びに当社サービスの信頼性やブランドが毀損し、当

社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。また、当社は、当社の知的財産権が第三者から侵害さ

れないよう保護に努めておりますが、その対応のために多額の費用が発生した場合や、当社の知的財産権が第三者の

権利侵害から保護されず、当社の競争優位性が保持されない場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす

可能性があります。 

  

 Ⅱ 特許に関連する動向について 

当社は、現時点において、当社の事業・サービスに対して影響を及ぼす、特許その他知的財産に関わる問題・事

象は無いものと認識しております。ただし、近年国内外においてＳＮＳに関連した特許取得をめぐる事例が複数存在

することは確認しており、それらの動向については今後も注視していく必要があると認識しております。インターネ

ット関連技術においては、特許権の範囲が不明確であることから、特許紛争の回避のために行う当社自身の特許管理

のコストが膨大となり、当社の経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅲ 「ＧＲＥＥ」に掲載されるコンテンツについて 

「ＧＲＥＥ」は、当社が提供するコンテンツ（アバター、きせかえプロフ、ゲ－ム、占いなど）と、ユーザー自

身が投稿するコンテンツ（日記、写真、動画など）により構成されております。 

当社が提供するコンテンツについては、企画部門及び法務部門がダブルチェックを行い、第三者の知的財産権侵

害が行われてないことを確認する体制が確立しております。また、社外の法人・個人に、当該コンテンツの制作を委

託する場合には、原則として、第三者の知的財産権を侵害していないことを契約書において保証して頂いておりま

す。しかしながら、当社によるコンテンツ提供に際して、意図せず第三者の知的財産権の侵害が生じた場合には、当

社に対し損害賠償責任を追及されたり、サービスの一部が提供を制限されることで、当社の事業展開及び経営成績に

影響を及ぼす可能性があります。 

 ユーザー自身が投稿するコンテンツについては、これらのコンテンツが第三者の著作権を侵害していた場合、当社

も著作権侵害を助長または黙認したものとして責任を追及される可能性があります。このような事態を防ぐべく、利



用規約において権利侵害行為を禁止するほか、違反行為の通報に対しては迅速に対応し、コンテンツを削除する等の

措置を行っています。併せて、テレビ局や音楽レーベル等のコンテンツホルダーと予め連携をとり、権利侵害を含む

コンテンツへの対応要請に迅速に対応できる体制を構築しております。これらの取り組みにより、当社の責任はプロ

バイダー責任制限法に定められる範囲に限定されるものと認識しており、著作権者からの著作権侵害を理由とした損

害賠償請求や差止請求が認められる可能性は低いと認識しております。しかしながら、当社の法的責任を追求され、

訴訟等の紛争に発展した場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

⑥ 事業体制について 

Ⅰ 特定人物への依存について 

当社の代表取締役社長である田中良和は、創業者であると同時に創業以来当社の事業推進において重要な役割を

担って参りました。同氏は、平成16年２月に個人として「ＧＲＥＥ」を開発・公開するなど、インターネットサービ

スの企画から開発、運用に至るまで豊富な経験と知識を有しております。また当社設立以降は、経営方針や事業戦略

の決定及びその遂行において重要な役割を果たしております。当社では、取締役会や経営会議等において役員及び社

員への情報共有や権限移譲を進めるなど組織体制の強化を図りながら、同氏に過度に依存しない経営体制の整備を進

めております。しかしながら、何らかの理由により同氏が当社の経営執行を継続することが困難になった場合には、

当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

Ⅱ 人材の採用・育成について 

当社は、今後急速な成長が見込まれる事業の展開や企業規模の拡大に伴い、継続的に優秀な人材を採用し続ける

ことが必須であると認識しております。質の高いサービスの安定稼働や競争力の向上にあたっては、メディア開発部

やプラットフォーム開発部を中心に極めて高度な技術力・企画力を有する人材が要求されていることから、一定以上

の水準を満たす優秀な人材を継続的に採用すると共に、成長ポテンシャルの高い人材の採用及び既存の人材の更なる

育成に積極的に努めていく方針であります。しかしながら、当社の採用基準を満たす優秀な人材の確保が計画通り進

まなかった場合や人材育成が計画通りに進まなかった場合には、当社の事業展開及び経営成績に影響を及ぼす可能性

があります。 

  

 Ⅲ コンプライアンス体制について 

 当社は、今後企業価値を高めていくためにはコンプライアンス体制が有効に機能することが重要であると考えてお

ります。そのため、コンプライアンスに関する社内規程を策定し、全役員及び全従業員を対象として定期的に社内研

修を実施し、周知徹底を図っております。併せて、代表取締役社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置

し、コンプライアンス体制の強化に取り組んでおります。 

 しかしながら、これらの取組みにも関わらずコンプライアンス上のリスクを完全に解消することは困難であり、今

後の当社の事業運営に関して法令等に抵触する事態が発生した場合、当社の企業価値及び経営成績に影響を及ぼす可

能性があります。 

  

⑦ その他 

Ⅰ 配当政策について 

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題の一つと認識しており、事業の効率化及び拡大に必要な内部留

保の充実を勘案しながら、その時々の当社の経営成績及び財政状態並びにそれらの見通しに応じた適切な利益還元策

を実施することを基本方針としております。 

 当期の剰余金の配当につきましては、更なる成長の実現を優先し、将来の事業拡大等に向けた投資や支出の機動性

及び柔軟性を高めるべく、引き続き内部留保の拡充を重視して参りますが、同時に株主への安定した利益還元を行う

ことを目的として、１株当たり５円の期末配当を実施することを予定しております。来期以降の剰余金の配当につい

ては現時点では未定でありますが、上記の基本方針に従い、株主に対する適切な利益還元策を都度検討して参りま

す。 

  



Ⅱ 新株予約権の行使による株式価値の希薄化について 

 当社は、当社役員及び従業員に対するインセンティブを目的とし、新株予約権（以下「ストック・オプション」と

いう。）を付与しております。これらのストック・オプションが権利行使された場合、当社株式が新たに発行され、

既存の株主が有する株式の価値及び議決権割合が希薄化する可能性があります。平成21年６月末現在これらのストッ

ク・オプションによる潜在株式数は1,978,000株であり、発行済株式総数22,378,000株の8.84%に相当しております。



 当社は、インターネットメディア事業を展開し、ＳＮＳ「ＧＲＥＥ」の運営を行っております。インターネットメ

ディア事業は、平成16年12月の当社設立以来の事業であります。 

(1) 「ＧＲＥＥ」について 

 ＳＮＳとは、会員登録したユーザーが利用できるインターネット上のコミュニティ型サービスであり、会員はプロ

フィールページを作り、友人や信頼するメンバーとのコミュニケーション及び情報交換等を楽しむことができます。

当社が運営するＳＮＳ「ＧＲＥＥ」は、プロフィール、日記、コミュニティ、フォト、メールなど、ユーザーによる

主体的な情報発信をサポートする各種機能を提供しており、ユーザー間の活発なコミュニケーションや相互理解を促

すプラットフォームとして機能しております。 

 当社サービス「ＧＲＥＥ」は、開始当初はＰＣ向けでの提供が中心であったものの、平成18年11月より開始したＫ

ＤＤＩ株式会社との事業提携を契機として、現在ではモバイル向けのサービス展開に注力しております。モバイル版

「ＧＲＥＥ」においては、ＳＮＳの基本機能であるプロフィール、日記、コミュニティなどに加え、ＳＮＳ連動型ゲ

ーム、ＦＬＡＳＨゲーム、占い、辞書、Ｑ＆Ａ、ニュースといったモバイル環境に特化した多様なコンテンツを独自

に開発し、提供しております。これらのコンテンツはいずれもＳＮＳと密接に連動しており、ユーザー間のコミュニ

ケーションを中心に据えた様々なエンターテインメント要素を備えている点が特徴です。  

［ＧＲＥＥの主要サービス・機能一覧］ 

２．企業集団の状況

主要サービス/機能 内容 

ＳＮＳ(*１) 

プロフィール 

自分のプロフィールを作成し、公開する機能。友達同士のプロフィールでリン

クし合うことが可能です。プロフィールに公開する顔写真の代わりに、好みの

アイテムで着せかえられるアバター(*２)を表示することもできます。 

日記 
日記（テキスト/写真）を投稿する機能。ブログ風の画面で誰でも手軽に日記

を書くことができます。また、公開範囲の設定も可能です。 

コミュニティ 

ユーザー同士で趣味、地域、職場、学校などの関心テーマごとに集まり、コミ

ュニティを作れる機能。掲示板機能を用いることで、自由にコメントを投稿し

情報交換等を行うことが可能です。 

フォト 

写真や動画を投稿し、アルバムとして公開する機能。お気に入りの写真や自分

で製作したデジタル作品の映像などを整理して、友達に公開することが可能で

す。 

メール 

「ＧＲＥＥ」内のみで使えるウェブメール機能。受信可能な公開範囲を設定す

ることで迷惑メールなどをシャットアウトし、安全な連絡手段として利用する

ことができます。 

『釣り★スタ』(*３) 

（ＳＮＳ連動型ゲーム） 

ＳＮＳ連動型釣りゲーム。様々な釣り具アイテムを集め、釣った魚の魚拓を日

記やコミュニティで紹介したり、チームを組んで釣り大会への参加などを楽し

むことができます。 

『踊り子 クリノッペ』(*３) 

（ＳＮＳ連動型ゲーム） 

ＳＮＳ連動型ペット育成ゲーム。飼い主であるユーザーが“世話”をした

り“着せ替え”させたりすることで、オリジナルの「クリノッペ」を育てるこ

とができます。 

『探検ドリランド』(*３) 

（ＳＮＳ連動型ゲーム） 

ＳＮＳ連動型探険ゲーム。遺跡や洞窟を探検し、化石、土器、宝石などの宝物

を発掘するゲームです。発掘品のコレクションを中心として、ユーザー間の情

報交換なども楽しむことが可能です。 

『ハコニワ』(*３) 

（ＳＮＳ連動型ゲーム） 

ＳＮＳ連動型ガーデニングゲーム。草木や花を育て、世界に１つだけのミニチ

ュアガーデンを作っていくゲームです。ガーデニングによる自己表現や珍しい

植物を集めるコレクション性を楽しむことができます。 

  
『グリゲー』 

（ＦＬＡＳＨゲーム） 
  

毎週更新の無料ＦＬＡＳＨゲームコーナー。攻略法や感想をコミュニティで情

報交換しながらゲームを楽しむことができます。 



  

（*）１ モバイル版「ＧＲＥＥ」及びＰＣ版「ＧＲＥＥ」での共通機能 

   ２ ユーザーの分身として「ＧＲＥＥ」内で表示されるオリジナルのキャラクター 

   ３ ＳＮＳ連動型ゲームにて「ＧＲＥＥ」内で利用可能なポイント「ゴールド」の利用を促すことで、成果報 

        酬型広告（アフィリエイト）及び有料サービスの売上拡大並びにユーザー数の拡大を牽引する事業構造と 

    なっております。 

主要サービス/機能 内容 

  
『グリ占』 

（占い） 
  

毎日更新の占いコンテンツコーナー。各種の占いの結果を元に日記を書くこと

が可能です。 

『グリ辞書』 

（辞書） 

Wikipediaと連動した辞書機能。「グリキュー」など他機能とも連動すること

で、コミュニケーションを楽しみながら知識を増やしていくことができます。

  
『グリキュー』 

（Ｑ＆Ａ） 
  

質問者が投稿した疑問について、他ユーザーが回答を入力してくれるユーザー

参加型のＱ＆Ａサービスです。 

  
『グリデコ』 

(デコレーション) 
  

デコレーションメール用のオリジナル絵文字などを提供するサービスです。 

ニュース 
「スポーツ」「芸能」「音楽」など様々なカテゴリーの情報が毎日配信される

ニュース機能。ユーザーは記事を元に日記を書くことが可能です。 

ミュージック 
様々なアーティストの公認プロフィールが多数用意されている、ファンとアー

ティストの交流を中心とした音楽情報サービスです。 



［ＧＲＥＥ総会員数・ページビュー推移］   

  

年月 
ＧＲＥＥ総会員数推移 

（単位：万人） 

ＧＲＥＥページビュー推移  

（単位：億ＰＶ） 

モバイル ＰＣ 

平成17年 7月 20 0.0 0.5 

  8月 21 0.0 0.5 

  9月 23 0.0 0.6 

  10月 25 0.0 0.7 

  11月 27 0.0 0.6 

  12月 28 0.1 0.6 

平成18年 1月 30 0.1 0.6 

  2月 31 0.1 0.5 

  3月 32 0.1 0.5 

  4月 33 0.1 0.4 

  5月 33 0.1 0.5 

  6月 35 0.1 0.4 

  7月 35 0.1 0.4 

  8月 35 0.1 0.3 

  9月 36 0.1 0.3 

  10月 36 0.1 0.3 

  11月 47 0.8 0.3 

  12月 57 2.2 0.4 

平成19年 1月 70 3.9 0.4 

  2月 89 5.5 0.4 

  3月 104 7.7 0.6 

  4月 116 7.4 0.6 

  5月 137 9.3 0.6 

  6月 162 10.8 0.7 

  7月 186 13.0 0.7 

  8月 212 16.5 0.8 

  9月 245 18.0 0.8 

  10月 271 20.6 0.8 

  11月 299 24.4 0.8 

  12月 328 27.3 0.7 

 平成20年 1月 368 32.4 0.8 

  2月 400 37.8 0.8 

  3月 429 43.8 0.9 

  4月 459 48.9 0.9 

  5月 506 51.4 1.0 

  6月 554 57.4 1.0 

  7月 590 64.1 1.1 

  8月 626 65.8 1.3 

  9月 670 75.2 1.1 

  10月 716 82.7 1.1 

  11月 759 88.8 1.1 

  12月 802 90.5 1.1 

 平成21年 1月 849 96.9 1.3 

  2月 901 100.0 1.3 

  3月 986 120.0 1.8 

  4月 1,057 124.9 2.3 

  5月 1,163 171.4 3.1 

  6月 1,260 171.7 2.5 



(2) 収益構成について 

 当社のインターネットメディア事業の売上は、①広告メディア収入、②有料課金収入で構成されております。 

① 広告メディア収入 

 当社は「ＧＲＥＥ」を広告媒体として位置付け、主に広告代理店及びメディアレップ(注１)を仲介してインターネ

ット広告枠を販売しております。広告主のウェブサイトへリンクを張るバナー広告枠の販売に加え、ＳＮＳの機能と

広告コンテンツを連動させたタイアップ型の企画広告(注２)の制作・掲載や成果報酬型広告（アフィリエイト）の掲

載を行うことで、各広告主より広告収入を得ております。また、コミュニティ企画運営受託による収入を得ておりま

す。 

 （注）１ インターネット広告枠を広告代理店に販売する一次代理店 

    ２ 「ＧＲＥＥ」の各種機能・コンテンツを広告主の商品や企業ブランドと連携させることで、ユーザーに

      対してより効果的に広告メッセージを訴求する広告商品 

  ② 有料課金収入 

 当社は原則的に「ＧＲＥＥ」を無料サービスとして提供しておりますが、サービスの利用に際してより高い利便性

やオリジナリティを求めるユーザーにも十分に「ＧＲＥＥ」を楽しんで頂けるように、一部機能を有料サービスとし

て提供しております。モバイル版「ＧＲＥＥ」向け「ＧＲＥＥプラスコース（月額：300円）」及びＰＣ版「ＧＲＥ

Ｅ」向け「ＧＲＥＥプレミアム（月額：300円）」では、ストレージ拡張などの機能追加を提供することで月額課金

収入を得ております。また、平成21年５月からＫＤＤＩにて、６月からソフトバンクモバイルにてサービスを開始致

しました、「クリノッペプラスコース（月額：500円、1,000円、2,000円、3,000円、5,000円）(注１)」では、ＳＮ

Ｓ連動型サービスの一部機能を提供することで、月額課金収入を得ております。更に、モバイル版「ＧＲＥＥ」向け

「きせかえプレミアム（価格：500円、1,000円、2,000円、3,000円、5,000円）(注２)」では、プロフィールページ

をカスタマイズできる、デザイン性の高いきせかえプロフ素材(注３)を提供することで、デジタルコンテンツ販売収

入を得ております。 

 （注）１ 5,000円のコースは、ＫＤＤＩ向けサービスでは提供しておりません。 

    ２ 3,000円及び5,000円コースは、iモード向けサービスでは提供しておりません。 

    ３ プロフィールページの背景全体を好みのデザインにデコレーションできる素材/機能  

  



(3) 事業構造について 

 ユーザーは、成果報酬型広告（アフィリエイト）への登録、有料サービスへの登録・購入、または「ＧＲＥＥ」へ

の友達招待を行うことで、「ＧＲＥＥ」内で利用可能なポイント「ゴールド」を得ることができます。ユーザーは

「ゴールド」を利用することで、アバター及びＳＮＳ連動型ゲームの各種アイテム等（注）と交換することが可能と

なります。従って、アバター及びＳＮＳ連動型ゲームのラインナップを拡充し、「ゴールド」の利用を促すことで、

成果報酬型広告（アフィリエイト）及び有料サービスの売上拡大、並びにユーザー数の拡大を牽引する事業構造とな

っております。なお、「ゴールド」は、当社サービス内での利用のみを目的としたものであり、換金性を有しておら

ず、他社サービスのポイントとの交換を行うこともできません。  

 

   



 
  



  

(1）会社の経営の基本方針 

 当社は、「インターネットを通じて、世界をより良くする」ことを標榜し、インターネットの新たな可能性を開拓

することを通じて、世の中に新しい価値を提供し続けていくことを目指しております。当社は、このような経営の基

本方針に基づいて事業を展開しながら、企業価値並びに株主価値の増大を図って参る所存です。 

  

(2）目標とする経営指標 

 当社が重視している経営指標は、売上高及び営業利益であります。また、これらを支える営業上の指標として、ユ

ーザー数、会員当たり売上高等を重視しております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社では、創業以来の中核事業であるインターネットメディア事業において、「ＧＲＥＥ」のメディア価値を最

大化していくことを中期的な経営目標としております。 

 平成21年６月現在、「ＧＲＥＥ」のメディア価値は、約1,260万人のユーザー数と月間約174億ＰＶを誇るまでに成

長して参りました。今後においても、積極的な広告宣伝活動を展開すると共に、コミュニケーションとエンターテイ

ンメントを楽しめるＳＮＳと連動したオリジナルコンテンツの更なる拡充を図っていくことで、一層強固な会員基盤

の構築及びメディア価値の向上を目指して参ります。 

また、会員当たり売上高を維持及び向上させるための施策として、広告商品の開発や取引先との関係強化によっ

て広告メディア収入の拡大を図ると共に、新しいコンテンツの提供や新規サービスの投入を通じて有料課金収入の拡

大を図って参ります。 

 併せて、「ＧＲＥＥ」のユーザーサポート及びコンテンツ監視体制の強化を継続的に実施していくことで、ユーザ

ーによる安心かつ快適な利用環境の維持、並びにサービスの健全な発展に努めて参ります。 

 当社は、これらの施策を通じて今後も成長を維持しながら、事業規模を拡大し、企業価値並びに株主価値の増大を

図って参る所存です。 

  

(4）会社の対処すべき課題 

① 会員基盤の強化 

当社は、「ＧＲＥＥ」のユーザー数を拡大し、会員基盤をより強固にしていくことが業績拡大のためにも重要な

課題であると認識しております。当社はこれまで、既存ユーザーが新規ユーザーを招待するというＳＮＳ特有の会員

増加の仕組みを最大限活用すると共に、大手通信事業者との連携施策や多様なプロモーション手法を用いた広告宣伝

活動の展開等によって会員登録を促進することで、「ＧＲＥＥ」のユーザー数を順調に拡大しており、平成21年６月

末現在、ユーザー数は約1,260万人となりました。今後においても、積極的な広告宣伝活動を展開し当社並びに当社

サービスの知名度を高めながら、あらゆる地域で若年層から中高年までの幅広いユーザー層の利用を促し、会員基盤

の強化を図っていく方針であります。 

  

② コンテンツラインナップの拡充 

当社は、コンテンツラインナップを拡充しユーザーのアクティビティを活性化させることが、「ＧＲＥＥ」のＳ

ＮＳとしての利用価値や広告媒体価値を高めるための重要な要素であると考えております。特に、ＳＮＳと密接に連

携したエンターテインメント性の高いコンテンツがユーザーに幅広く支持されているという現況に鑑み、同様の特徴

を有するコンテンツを継続的に提供していくことが、ユーザーのアクティビティの活性化を図るために重要な課題で

あると認識しております。今後においても、ユーザーの利用動向を注視しながら、アクティビティの向上に資する各

種コンテンツの提供及び機能の拡充を図っていく方針であります。 

  

③ 会員当たり売上高の維持及び向上 

 当社は、既存の収益基盤の拡大に加えて新たな収益源を確保することが、経営上の重要な課題であると認識してお

ります。現在、「ＧＲＥＥ」の収益は広告メディア収入と有料課金収入により構成されております。広告メディア収

入の拡大に向けては、順調に成長するサービス規模を背景に広告媒体価値の増大を図っていくことが必要と考えてお

３．経営方針



ります。有料課金収入の拡大に向けては、ユーザーのニーズに応じた有料課金メニューのラインナップ拡充や有償ア

イテム利用を伴う新規サービスの投入を図っていくことが必要と考えております。当社では、既存サービスや会員基

盤を活用しながら上記施策を推進し、会員当たり売上高を維持及び向上させていくことで、より安定性の高い収益基

盤の確立に努めていく方針であります。 

  

④ サービス内の安全性及び健全性の維持について 

当社は、ユーザーが安心して利用できるサービス環境を提供することが、信頼性の向上、ひいては事業の発展に

寄与するものと認識しております。そのため、サービスの安全性・健全性を維持することを目的として、有害情報の

投稿や第三者の権利侵害といった悪質な行為を利用規約で明確に禁ずると共に、そのような行為を行ったユーザーに

対する退会処分を含む罰則規定の整備を行っており、併せてユーザーサポート体制及びコンテンツ監視体制の強化を

図っております。特に投稿コンテンツの監視については、自社内の専任チ－ム及び外部の専門事業者による二重の体

制を敷いて24時間365日の監視にあたっており、独自に策定したマニュアルに則って一律の基準による監視オペレー

ション（注１）を構築しております。また、サイト内の主要ページに通報機能を設置してユーザーによる自律的なコ

ンテンツ監視を意識付けているほか、利用マナーに関する啓発・教育コンテンツを充実させることでサイト内の自浄

作用を最大化するよう努めております。更に、代表取締役社長を委員長とする「あんしん・あんぜん向上委員会」を

設置し、定期的に経営陣及びパトロール業務の実務担当者間で情報共有を行い、サイト内の健全性維持・向上に取り

組んでおります。同時に、一般社団法人モバイルコンテンツ審査・運用監視機構（以下「ＥＭＡ」という。）より

「コミュニティサイト運用管理体制認定制度」の認定を受け（注２）、当社の運営体制が一定以上の水準にあること

を客観的に示しながら、ＥＭＡの啓発・教育プログラムの実践等を通じて企業の垣根を越えたユーザーのリテラシー

向上活動に取り組んでおります。今後においても、サービスの安全性・健全性を向上させるべく、人員体制の拡充や

関連システムの機能強化をより一層推し進めていく方針であります。 

（注）１ 原則６時間以内（通常３時間以内）にシステム及び目視による投稿チェックを完了しています。 

   ２ 認定を受けるには、「基本方針」「監視体制」「ユーザー対応」「啓発・教育」の４カテゴリーから成る

     22項目の要求水準を全て満たし、サイト運用管理体制に関する審査を通過する必要があります。  

  

⑤ システム基盤の強化 

当社は、「ＧＲＥＥ」をインターネット上で展開していることから、サービス提供に係るシステム稼働の安定性

を確保することが経営上重要な課題であると認識しております。そのため、「ＧＲＥＥ」を運営する上では、ユーザ

ー数増加に伴う負荷分散やユーザー満足度の向上を目的とした新規サービス・機能の開発等に備え、設備への先行投

資を継続的に行っていくことが必要となります。当社は、その重要性に鑑み、今後においてもシステム基盤の強化へ

の取り組みを継続していく方針であります。 

  

⑥ 組織体制の強化 

当社は、今後の更なる事業拡大を目指す上で、優秀な人材の確保及び成長フェーズに沿った最適な組織設計が重

要な経営課題であると認識しております。人材確保においては、従業員のモチベーションを引き出す目標管理制度や

福利厚生等の人事制度構築に努めながら、新たに業務遂行能力、人格、当社の企業文化及び経営方針への共感を兼ね

備えた人材の採用が必要と考えております。組織設計においては、計数管理に基づいた効率的なオペレーション体制

を基盤としながら、少人数単位でのチーム制を採用すると同時に、チーム毎の自律性を促すよう権限の移譲を推し進

めることで意志決定の質とスピードを維持するなど、従業員のパフォーマンスを最大化させる取り組みを引き続き継

続していく方針であります。 

  



４．財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,292,391 10,594,570

売掛金 849,864 3,775,223

前払費用 12,701 26,605

未収入金 160,842 488,353

繰延税金資産 128,658 531,097

その他 9,386 37,915

貸倒引当金 △73,167 △158,681

流動資産合計 2,380,678 15,295,084

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 28,169 27,877

工具、器具及び備品（純額） 18,980 54,862

有形固定資産合計 ※1  47,149 ※1  82,740

無形固定資産   

ソフトウエア 2,055 7,301

無形固定資産合計 2,055 7,301

投資その他の資産   

出資金 1,000 3,500

長期前払費用 27 122

繰延税金資産 59,771 107,235

敷金及び保証金 91,958 －

その他 － 123,286

投資その他の資産合計 152,757 234,144

固定資産合計 201,962 324,186

資産合計 2,582,641 15,619,271

負債の部   

流動負債   

未払金 884,339 1,982,976

未払費用 21,386 39,244

未払法人税等 638,948 4,047,785

未払消費税等 72,444 404,516

預り金 12,923 22,665

流動負債合計 1,630,042 6,497,188

負債合計 1,630,042 6,497,188



（単位：千円）

前事業年度 
(平成20年６月30日) 

当事業年度 
(平成21年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 242,160 2,093,654

資本剰余金   

資本準備金 241,552 2,091,824

資本剰余金合計 241,552 2,091,824

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 468,887 4,936,604

利益剰余金合計 468,887 4,936,604

株主資本合計 952,599 9,122,082

純資産合計 952,599 9,122,082

負債純資産合計 2,582,641 15,619,271



（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 2,937,485 13,945,363

売上原価 529,865 1,089,241

売上総利益 2,407,620 12,856,122

販売費及び一般管理費 ※1  1,357,737 ※1  4,494,765

営業利益 1,049,882 8,361,356

営業外収益   

受取利息 700 2,272

受取手数料 670 1,241

その他 7 2

営業外収益合計 1,378 3,517

営業外費用   

株式交付費 － 26,579

株式公開費用 － 9,741

為替差損 4 －

その他 － 4

営業外費用合計 4 36,325

経常利益 1,051,256 8,328,548

特別損失   

本社移転費用 ※2  26,972 －

特別損失合計 26,972 －

税引前当期純利益 1,024,283 8,328,548

法人税、住民税及び事業税 630,158 4,310,734

法人税等調整額 △188,430 △449,902

法人税等合計 441,728 3,860,832

当期純利益 582,555 4,467,716



（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 242,160 242,160

当期変動額   

新株の発行 － 1,851,494

当期変動額合計 － 1,851,494

当期末残高 242,160 2,093,654

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 241,552 241,552

当期変動額   

新株の発行 － 1,850,272

当期変動額合計 － 1,850,272

当期末残高 241,552 2,091,824

資本剰余金合計   

前期末残高 241,552 241,552

当期変動額   

新株の発行 － 1,850,272

当期変動額合計 － 1,850,272

当期末残高 241,552 2,091,824

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △113,668 468,887

当期変動額   

当期純利益 582,555 4,467,716

当期変動額合計 582,555 4,467,716

当期末残高 468,887 4,936,604

利益剰余金合計   

前期末残高 △113,668 468,887

当期変動額   

当期純利益 582,555 4,467,716

当期変動額合計 582,555 4,467,716

当期末残高 468,887 4,936,604

株主資本合計   

前期末残高 370,043 952,599

当期変動額   

新株の発行 － 3,701,766

当期純利益 582,555 4,467,716

当期変動額合計 582,555 8,169,482



（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当期末残高 952,599 9,122,082

純資産合計   

前期末残高 370,043 952,599

当期変動額   

新株の発行 － 3,701,766

当期純利益 582,555 4,467,716

当期変動額合計 582,555 8,169,482

当期末残高 952,599 9,122,082



（４）キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成19年７月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当事業年度 
(自 平成20年７月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前当期純利益 1,024,283 8,328,548

減価償却費 7,230 20,912

貸倒引当金の増減額（△は減少） 72,718 85,514

受取利息及び受取配当金 △700 △2,272

株式交付費 － 26,579

株式公開費用 － 9,741

売上債権の増減額（△は増加） △764,826 △2,925,358

未収入金の増減額（△は増加） △133,006 △327,511

未払金の増減額（△は減少） 762,630 1,087,646

未払消費税等の増減額（△は減少） 68,797 332,595

その他 24,727 28,135

小計 1,061,855 6,664,532

利息及び配当金の受取額 700 2,272

法人税等の支払額 △670 △945,533

法人税等の還付額 － 573

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,061,885 5,721,844

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △35,054 △44,533

敷金の差入による支出 △91,958 △31,328

敷金の回収による収入 36,092 －

その他 △3,330 △9,248

投資活動によるキャッシュ・フロー △94,251 △85,111

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 － 3,675,186

その他 － △9,741

財務活動によるキャッシュ・フロー － 3,665,445

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 967,634 9,302,178

現金及び現金同等物の期首残高 324,757 1,292,391

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,292,391 ※1  10,594,570



 該当事項はありません。 

  

   

  最近の有価証券届出書(平成20年11月13日提出）における記載から重要な変更がないため開示を省略しております。 

  

  

   

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 

  至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 

  至 平成21年６月30日） 

  ――――――――― 

  

（リース取引に関する会計基準）   

 当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。な

お、この変更による損益に与える影響はありません。 

  



   

  

  

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

（貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「コンテンツ」（当期

末残高6,556千円）は、資産の総額の100分の１以下となっ

たため、流動資産の「その他」に含めて表示しておりま

す。 

（貸借対照表） 

 前期まで区分掲記しておりました「敷金及び保証金」

（当期末残高123,286千円）は、資産の総額の100分の１以

下となったため、投資その他の資産の「その他」に含めて

表示しております。   

（損益計算書） 

 前期まで営業外収益の「その他」に含めて表示しており

ました「受取利息」は、営業外収益の総額の100分の10を

超えたため区分掲記しております。 

 なお、前期における「受取利息」の金額は231千円であ

ります。 

（損益計算書） 

  前期まで営業外費用において区分掲記しておりました

「為替差損」（当期４千円）は、営業外費用の総額の100

分の10以下となったため、「その他」に含めて表示してお

ります。  

（キャッシュ・フロー計算書） 

１ 営業活動によるキャッシュ・フローの「コンテンツの

減少額（△増加額）」は、当期において、金額的重要性

が乏しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当期の「その他」に含まれている「コンテンツ

の減少額（△増加額）」は、8,017千円であります。 

――――――――― 

２ 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払費用の増

加額」は、当期において、金額的重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めております。 

 なお、当期の「その他」に含まれている「未払費用の

増加額」は13,825千円であります。 

  

３ 営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等

の増加額」は、当期において、金額的重要性が増したた

め区分掲記しております。 

 なお、前期の「その他」に含まれている「未払消費税

等の増加額」は997千円であります。 

  

  

４ 営業活動によるキャッシュ・フローの「預り金の増加

額（△減少額）」は、当期において、金額的重要性が乏

しくなったため「その他」に含めております。 

 なお、当期の「その他」に含まれている「預り金の増

加額（△減少額）」は、△1,744千円であります。 

  

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成20年６月30日） 

当事業年度 
（平成21年６月30日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円7,339 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円26,749

 ２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行２行と当座貸越契約を締結しております。 

 これらの契約に基づく当事業年度末の借入金未実行

残高は以下のとおりであります。 

 ２ 当社は運転資金の効率的な調達を行うため、取引銀

行３行と当座貸越契約を締結しております。 

 これらの契約に基づく当事業年度末の借入金未実行

残高は以下のとおりであります。 

当座貸越契約極度額 千円450,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円450,000

当座貸越契約極度額 千円1,600,000

借入実行残高 千円－

差引額 千円1,600,000



  

前事業年度（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

  

当事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数に関する事項 

（変動事由の概要） 

増加数の内容は以下のとおりであります。 

株式分割による増加                 19,870,060株 

公募による増加                   1,200,000株 

ストック・オプションの行使による増加         1,298,000株  

２  配当に関する事項  

 (1) 配当金支払額 

    該当事項はありません。 

  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

のおおよその割合は74％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は26％であります。 

 なお、主要な費目及び金額は次の通りであります。

※１ 販売費及び一般管理費のうち、販売費に属する費用

のおおよその割合は83％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は17％であります。 

 なお、主要な費目及び金額は次の通りであります。

広告宣伝費 千円603,530

支払手数料 千円191,871

貸倒引当金繰入額 千円73,167

給与手当 千円132,026

広告宣伝費 千円2,031,111

支払手数料 千円1,197,365

貸倒引当金繰入額 千円158,681

給与手当 千円270,476

※２ 本社移転費用については、原状回復費用、移転作業

費用及び固定資産除却損等であります。 

 なお、本社移転費用に含めている固定資産除却損の

内訳は以下の通りであります。 

  

         ――――――――― 

建物 千円6,918

工具、器具及び備品 千円1,615

（株主資本等変動計算書関係）

株式の種類 前事業年度末株式数
当事業年度増加

株式数 
当事業年度減少 

株式数 
当事業年度末株式数

普通株式（株）  9,940  －  －  9,940

株式の種類 前事業年度末株式数
当事業年度増加

株式数 
当事業年度減少 

株式数 
当事業年度末株式数

普通株式（株）  9,940  22,368,060  －  22,378,000

決議 株式の種類 配当の原資 
配当金の総額

(千円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成21年9月29日 

定時株主総会（予定） 
普通株式 利益剰余金   111,890      5 平成21年６月30日 平成21年９月30日



  

  

   

  

  

（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

   されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

   されている科目の金額との関係 

（平成20年６月30日現在） （平成21年６月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 1,292,391千円

現金及び現金同等物 1,292,391千円

現金及び預金勘定 10,594,570千円

現金及び現金同等物 10,594,570千円

（持分法損益等）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

 当社には、関連会社が存在しないため、該当事項はあり

ません。 

同左 

（１株当たり情報）

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

のため、期中平均株価が把握できませんので記載しており

ません。 

１株当たり純資産額 円 銭95,834 97

１株当たり当期純利益金額 円 銭58,607 22

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定

に当たり、当社は平成20年12月17日に東京証券取引所マザ

ーズ市場へ上場しているため、非上場期間の平均株価は新

規上場日から当期末までの平均株価を適用しております。

  

 当社は、平成20年８月22日付で株式１株につき2,000株

の株式分割を行っております。当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前事業年度における１株当たり情

報については、以下の通りとなります。 

１株当たり純資産額 円 銭407 64

１株当たり当期純利益金額 円 銭207 66

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
円 銭188 37

  １株当たり純資産額 円 銭47 92

１株当たり当期純利益金額 円 銭29 30

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非

上場であったため、期中平均株価が把握できませんので

記載しておりません。 



 （注） １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下の通りであ

ります。 

  

  
前事業年度

（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

１株当たり当期純利益金額 

 当期純利益（千円）  582,555  4,467,716

 普通株主に帰属しない金額（千円）  －    －

 普通株式に係る当期純利益（千円）  582,555    4,467,716

 期中平均株式数（株）  9,940    21,514,186

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額   

 当期純利益調整額（千円）  －  －

 普通株式増加数（株）  －    2,203,181

 （うち新株予約権） （－）  (2,203,181) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含まれな

かった潜在株式の概要 

平成17年２月１日 合併によりグリ

ー株式会社（東京都三鷹市）から承

継された新株予約権211個 普通株

式211株 

  

平成17年５月９日 臨時株主総会決

議による新株予約権400個 普通株

式400株 

  

平成18年４月28日 臨時株主総会決

議による新株予約権367個 普通株

式367株 

  

平成19年６月22日 臨時株主総会決

議による新株予約権406個 普通株

式406株 

  

平成20年６月27日 臨時株主総会決

議による新株予約権285個 普通株

式285株 

  

－ 



前事業年度（自 平成19年７月１日 至 平成20年６月30日） 

(1）株式の分割 

 平成20年７月29日開催の取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

１ 平成20年８月22日付をもって平成20年８月21日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数

を１株につき2,000株の割合をもって分割する。 

２ 分割により増加する株式数  普通株式 19,870,060株 

３ 上記株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成20年８月22日付をもって定款第６条

を変更し、発行可能株式総数を63,968,000株増加させ、64,000,000株とする。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の

通りであります。 

  

(2）新株予約権の行使 

 平成17年２月１日の合併によりグリー株式会社（東京都三鷹市）から承継された新株予約権について、平

成20年９月12日時点において、以下の通り権利行使が行われております。なお、平成20年８月22日付の株式

分割により、第１回新株予約権の目的となる株式の数が422,000株に、権利行使価格が１円にそれぞれ調整

されております。 

  

 平成17年５月９日開催の臨時株主総会決議に基づき付与した新株予約権について、平成20年９月12日時点

において、以下の通り権利行使が行われております。なお、平成20年８月22日付の株式分割により、第２回

新株予約権の目的となる株式の数が800,000株に、権利行使価格が19円にそれぞれ調整されております。 

  

（重要な後発事象）

前事業年度 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

１株当たり純資産額 円 銭18 61

１株当たり当期純損失金額 5円06銭

１株当たり純資産額 円 銭47 92

１株当たり当期純利益金額 円 銭29 30

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失であり、また、新株予約権の

残高はありますが、当社株式は非上場のため、期中平均株

価が把握できませんので記載しておりません。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

のため、期中平均株価が把握できませんので記載しており

ません。 

行使された新株予約権の数 211個 

発行する株式の種類 普通株式 

発行する株式の数 422,000株 

権利行使価格 １円 

発行価額の総額 422千円 

発行価格のうち資本組入額 １株につき１円 

行使された新株予約権の数 400個 

発行する株式の種類 普通株式 

発行する株式の数 800,000株 

権利行使価格 19円 

発行価額の総額 8,000千円 

発行価格のうち資本組入額 １株につき10円 



当事業年度（自 平成20年７月１日 至 平成21年６月30日） 

株式の分割 

 平成21年７月29日開催の取締役会において、次のように株式分割による新株式の発行を行う旨を決議して

おります。 

１ 平成21年10月１日付をもって平成21年９月30日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有株式数

を１株につき２株の割合をもって分割する。 

２ 分割により増加する株式数  普通株式 22,378,000株 

３ 上記株式分割に伴い、会社法第184条第２項の規定に基づき、平成21年10月１日付をもって定款第６条

を変更し、発行可能株式総数を64,000,000株増加させ、128,000,000株とする。 

 前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞれ以下の

通りであります。 

  

（開示の省略） 

 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、ストック・オプション等に関する注記事項については、決算短信における

開示の必要性が大きくないと考えられるため開示を省略します。 

  

  

前事業年度 
（自 平成19年７月１日 
至 平成20年６月30日） 

当事業年度 
（自 平成20年７月１日 
至 平成21年６月30日） 

  

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、新株予約権の残高はありますが、当社株式は非上場

であったため、期中平均株価が把握できませんので記載し

ておりません。 

１株当たり純資産額 円 銭23 96

１株当たり当期純利益金額 14円65銭

１株当たり純資産額 円 銭203 82

１株当たり当期純利益金額 円 銭103 83

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額 
円 銭94 19

  



(1）役員の異動 

 該当事項はありません。 

  

  

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

  

５．その他
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